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第４２５回島根県議会提出議案等一覧

Ｈ２２．２．２４ 提案分

区 分 議 案 名議案No

平成２１年度島根県一般会計補正予算（第４号）議 案 予算案 １

(19件)(49件)

平成２１年度島根県臨港地域整備特別会計補正予算（第４号）２

平成２２年度島根県一般会計予算３

平成２２年度島根県公債管理特別会計予算 外１０特別会計予算４

～

４ 公債管理 ５ 証紙 ６ 市町村振興資金１４

７ あさひ社会復帰促進センター診療所 ８ 母子寡婦福祉資金

９ 農林漁業改善資金 １０ 中小企業近代化資金 １１ 中海水中貯木場

１２ 臨港地域整備 １３ 流域下水道 １４ 県営住宅

平成２２年度島根県病院事業会計予算 外４事業会計予算１５

～

１５ 病院 １６ 電気 １７ 工業用水道 １８ 水道 １９ 宅地造成１９

島根県発電用施設周辺地域振興基金条例の一部を改正する条例条例案 ２０

島根県発電用施設周辺地域振興基金を活用した施策を拡充するための所要の改正(18件)

施行日：公布の日

島根県緊急雇用創出事業臨時特例基金条例の一部を改正する条例２１

島根県緊急雇用創出事業臨時特例基金を活用した施策を拡充するための所要の改正

施行日：公布の日

島根県地域医療再生臨時特例基金条例２２

地域における医療に係る課題を解決するために定める地域医療再生計画に基づく事業に要

する経費に充てるため、基金を設置

施行日：公布の日

貸付金の返還債務の免除に関する条例の一部を改正する条例２３

①貸付金制度の創設に伴う所要の改正

・新設する次の４つの貸付金について、返還債務の免除の対象とする貸付金の種類、免

除の条件を規定

専修学校進学者特別支援資金

島根県獣医師修学資金

特定診療科医師緊急養成奨学金

研修医研修支援資金

②貸付金制度の廃止に伴う所要の改正

・返還債務を免除できる貸付金のうち、農業参入意向企業調査研究支援資金を削除

施行日：平成２２年４月１日
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区 分 議 案 名議案No

職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例条例案 ２４

既存の手当の支給対象の見直し、町村の要望に応じた福祉事務所への職員の派遣が終了すつづき

ること等に伴う所要の改正

・支給対象となる職員の勤務する公署の改正

・課の名称変更に伴う規定の整理

施行日：平成２２年４月１日

島根県職員定数条例の一部を改正する条例２５

島根県立島根あさひ社会復帰促進センター診療所の診療体制等の充実を図るための職員の

定数の改正

・知事の事務部局の特別会計に属する職員 51人 → 57人

施行日：平成２２年４月１日

島根県地方警察職員定員条例の一部を改正する条例２６

行政需要の変動に伴う、職員定数の改正

・警察官 1,470人 → 1,474人 施行日：平成２２年４月１日

県立学校の職員定数条例及び市町村立学校の教職員定数条例の一部を改正す２７

る条例

児童数及び生徒数の変動等に伴う、職員定数の改正

・高等学校教育職員 1,641人 → 1,638人

・高等学校事務職員等 203人 → 196人

・特別支援学校教育職員 919人 → 957人

・特別支援学校事務職員等 82人 → 81人

・小学校及び中学校教育職員 5,301人 → 5,280人

・小学校及び中学校事務職員等 375人 → 365人

施行日：平成２２年４月１日

公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例２８

県の観光振興施策の効果的な実施を図るため、社団法人島根県観光連盟に対して職員を派

遣することについての所要の改正

施行日：平成２２年４月１日
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区 分 議 案 名議案No

使用料及び手数料の額の改定等に関する条例条例案 ２９

関係法令の改正その他の状況の変化に伴い、県が徴収する使用料及び手数料を改正つづき

①島根県手数料条例の一部改正

ア 土壌汚染対策法関係手数料

汚染土壌処理業の許可の更新及び変更の許可に係る手数料の新設

イ と畜場法関係手数料

獣畜のとさつ又は解体の検査に係る手数料の改正

②島根県農業技術センター分析等手数料条例の一部改正

農業に関する分析等に係る手数料の新設

食品に関する分析等に係る手数料の新設

③島根県畜産技術センター分析等手数料条例の一部改正

牛の体外受精卵の生産に係る手数料の新設

④島根県家畜保健衛生所条例の一部改正

牛の体外受精卵の移植を行うことに伴う事務の名称の変更

⑤島根県漁港管理条例の一部改正

管類の敷設に係る占用料の区分の見直し

港湾施設使用料の額の改定に準じた占用料の額の改定

⑥島根県道路占用料徴収条例の一部改正

管類の敷設に係る占用料の区分の見直し

国の道路占用料の額の改定に準じた占用料の額の改定

⑦島根県港湾施設条例の一部改正

管類の敷設に係る使用料の区分の見直し

道路占用料の額の改定に準じた使用料の額の改定

⑧島根県空港条例の一部改正

道路占用料の額の改定に準じた使用料の額の改定

⑨島根県立都市公園条例の一部改正

管類の敷設に係る占用料の区分の見直し

道路占用料の額の改定に準じた占用料の額の改定

施行日：平成２２年４月１日(①～⑥、⑨)

規則で定める日（⑦、⑧）

特定地域の振興を促進するための県税の課税免除等に関する条例の一部を改３０

正する条例

農村地域工業等導入促進法に基づく県税の課税免除等に係る普通交付税の減収補てん措置

の対象期間が経過したことに伴う所要の改正

・農村工業等法の地区において製造の事業等の用に供するための設備の新設や増設をした

場合の課税免除措置の廃止

施行日：公布の日

島根県議会事務局条例の一部を改正する条例３１

議会事務局の情報収集及び調査に係る能力の向上を図るための組織の改正

施行日：平成２２年４月１日



- 4 -

区 分 議 案 名議案No

知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部を改正する条例条例案 ３２

市町村への権限移譲計画に基づき権限移譲を行うための所要の改正つづき

対象市町村：松江市・

移譲する事務：①介護老人保健施設の開設の許可等をした旨の公示・

②適合高齢者専用賃貸住宅に係る届出の受理

施行日：①公布の日

②平成２２年４月１日

食品衛生法施行条例の一部を改正する条例３３

食品衛生上の危害の発生及び拡大の防止等を図るため、公衆衛生上講ずべき措置の基準等

についての所要の改正

・公衆衛生上の措置の基準及び営業施設の基準の改正

施行日：平成２２年４月１日ほか

県立学校の教育職員の給与に関する条例及び市町村立学校の教職員の給与等３４

に関する条例の一部を改正する条例

人事委員会の「職員の給与等に関する報告」の趣旨を踏まえ、及び国における義務教育費

国庫負担金の最高限度額の見直しにかんがみ、県立学校及び市町村立学校の教育職員の手

当についての所要の改正

・義務教育等教員特別手当の支給月額の限度額の改正(15,900円→11,700円)

平成２２年４月１日施行日：

島根県立高等学校等条例の一部を改正する条例３５

島根県立宍道高等学校の開校に伴う授業料等の額及び区分の見直し並びに政府が発表した

高等学校の授業料等の実質無償化への対応のための所要の改正

施行日：平成２２年４月１日

①定時制・通信制課程の授業料等

改正前 改正後

単位制課程以外 年額　28,800円 年額　32,400円

単位制課程 － １単位につき1,620円

通信制課程
２単位まで860円
(２単位を超える１単位
 ごとに210円を加算)

１単位につき330円

・定時制課程(単位制課程)及び通信制課程に係る聴講料の新設(上表の単価)

②授業料の無償化
・専攻科を除き、平成２２年度以降に係る授業料又は受講料の納付を猶予

定時制課程

区　　　分
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区 分 議 案 名議案No

島根県希少野生動植物の保護に関する条例条例案 ３６

希少野生動植物の保護を図ることにより生物の多様性を確保し、県民共有の財産である健つづき

全な自然環境を次代に継承するため、希少野生動植物の保護のための規制に関する手続等

について、必要な事項を規定

・指定希少野生動植物の捕獲等や譲渡し等の原則禁止

・指定希少野生動植物の主要な生息地等を一定の行為規制を伴う生息地等保護区等として

設定

・指定希少野生動植物の保護管理計画の策定及び保護管理事業の実施

・罰則 など

公布の日から起算して９月を超えない施行日：

ほか範囲内において規則で定める日

島根県営住宅条例の一部を改正する条例３７

片庭団地（浜田市）を新設するための所要の改正

施行日：規則で定める日

県の行う建設事業に対する市町村の負担について一 般 ３８

地方財政法の規定に基づく平成２１年度県営事業に係る負担率の決定事件案

(12件)

包括外部監査契約の締結について３９

平成２２年度における包括外部監査に係る外部監査人との契約

・契約金額：１６，１８３千円を上限 ・契約の相手方：池田明（公認会計士）

全国自治宝くじ事務協議会への相模原市の加入及びこれに伴う全国自治宝く４０

じ事務協議会規約の一部の変更について

相模原市の政令指定都市移行（平成22年4月）に伴う変更

県の行う建設事業に対する市町村の負担の変更について４１

土地改良法の規定に基づく平成２１年度県営事業に係る市町村負担率の変更

直轄特定漁港漁場整備事業に対する県の負担について４２

国が行う日本海西部地区直轄特定漁港漁場整備事業に係る県負担

根拠法：漁港漁場整備法第20条第3項

財産の取得について 新型インフルエンザ対策用個人防護具４３

取得の目的：新型インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）発生時の医療体制の確保

取得の方法：購入（一般競争入札） 取得金額：96,075,000円

取得の相手方：小西医療器株式会社出雲営業所

財産の処分について 元邑智高等学校４４

・処分財産：(土地) 27,461.00㎡

(建物) ＲＣ造４階建１棟、ＲＣ・鉄骨造３階建１棟、ＲＣ造平家建２棟、

木造平家建１棟、鉄骨造平家建１棟

（関連施設) 工作物一式

・処分方法：売却（随意契約） ・処分金額：738,809,700円

・処分の相手方：美郷町
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区 分 議 案 名議案No

契約の締結について 市道鯛原柏線御津工区改築（県代行改良）(仮称)一 般 ４５

御津柏トンネル工事事件案

つづき 契約の方法：一般競争入札 契約金額：908,250,000円

工期：議決のあった日の翌日から起算して４２０日目にあたる日

契約の相手方：カナツ・まるなか特別共同企業体

施工場所：松江市鹿島町御津～北講武地内

契約の締結について 国道４８５号（松江第五大橋道路）改築（改良）４６

工事 東津田工区東津田第６高架橋上部工

契約の方法：一般競争入札 契約金額：605,850,000円

工期：議決のあった日の翌日から起算して５００日目にあたる日

契約の相手方：高田機工株式会社広島営業所

施工場所：松江市東津田町地内

契約の締結について 主要地方道西郷都万郡線大津久工区特改（改良）４７

（仮称）大津久トンネル工事

契約の方法：一般競争入札 契約金額：687,750,000円

工期：議決のあった日の翌日から起算して３１０日目にあたる日

契約の相手方：徳畑建設・トガノ建設特別共同企業体

施工場所：隠岐の島町都万地内

契約の締結について 浜田川総合開発事業第二浜田ダム取水放流設備４８

工事

契約の方法：一般競争入札 契約金額：480,900,000円

工期：平成２８年３月１８日

契約の相手方：西田鉄工株式会社広島営業所

施工場所：浜田市河内町、三階町地内

変更契約の締結について 西郷港港湾改修工事４９

変更契約金額：1,320,606,000円（159,306,000円増額）

工期：平成２２年６月３０日

契約の相手方：東亜建設工業・徳畑建設・金田建設特別共同企業体

施工場所：隠岐の島町中町地先

専決処分事件の報告について（変更契約の締結） ４件報 告 報告１

・浜田川総合開発事業仮排水路トンネル工事 546,569,100円（ 2,714,250円増額）（３件）

・一般国道４３２号東岩坂バイパス地方道路交付金(改良)(仮称)東岩坂トンネル工事

560,087,850円（14,087,850円増額）

・主要地方道津和野田万川線邑輝Ⅱ工区地方道路交付金(改良)(仮称)新昭和トンネル工事

2,080,141,350円（13,856,850円減額）

・学習時間選択制高等学校東部独立校(仮称)整備（校舎建築）工事

1,139,901,000円（ 4,548,600円増額）
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区 分 議 案 名議案No

専決処分事件の報告について（損害賠償） １４件報告つづき 報告２

・交通事故 ６件 賠償額合計 ９０９，８３４円

・落石事故等 ７件 賠償額合計 ９４５，０９９円

・結核検査過誤 １件 賠償額合計 １２５，０００円

専決処分事件の報告について（訴えの提起） １件報告３

県営住宅家賃長期滞納者に対する明渡訴訟 対象者１名


